














































































業は， GE(米： 1970年1位 1980年1位， 1990年5位）， 日立（日： 1990年1
位）， AT&T(米： 1970年2位， 1980年5位）， BAYER(ドイツ： 1980年2位），









73), 内燃機関（同分類： 123), 放射線化学（同分類： 430), 等の分野で占め
られていた。
それに対して. 2000年. 2010年， 2015年に米国特許取得上位5位をそれぞれ
占めている企業群は， IBM(2000年， 2010年， 2015年： 1位），三星電子 (4位，
2位， 2位），キャノン (3位， 4位， 2位）， Qualcomm(2015年4位），マ
イクロソフト (2010年3位）， google(2015年4位），パナソニック (2010年5
位）， NEC(2000年2位）， LucentTechnologies 31 (2000年5位）の9社であり，
主用特許技術分野も，半導体素子（同分類： 257), 多重通信システム・情報通
信（同分類： 370, 455), コンピュータグラフィック・デイスプレー・システ
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注 (1): 米国特許分類項H 「700」~「726」がソフトウェア技術分野の特許。 2014年の
米国特許合計数は300,677件のうち．「700-726」分野に該当する特許数は81,317
件となっている。 2015年は暫定数値で0.2108(約21%)となっている
注 (2): 特許分類364(Electrical Computers & Data Processing Systems), 371 (Error 





















Semiconductor Device Manufacturing: Process)は，依然同社の特許件数に















































































1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年
1 米国特許件数 399 649 2958 6852 7704 10411 
=(2+3) (100.0) 000.0) 000.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
2 
米国単独 357 545 2492 5534 5550 6671 
: (2)/(1) 89.5% 84.0% 84.3% 80.8% 72.0% 64.1% 
3 海外との共同
10.5% 16.0% 15.7% 19.2% 28.0% 35.9% 
=(4+5+6) : (3)/(1) 
4 
（海外単独）
10.3% 12.5% 9.5% 12.0% 17.2% 19.0% : (4)/(1) 
5 
（米国と海外との共同）








5 8 12 18 24 26 単独発明国籍数
8 
特許発明参加国籍数















































海外IBM N ％ 
1 IBM India 850 20.72 
2 IBM Israel 485 11.82 
3 IBM Germany 401 9.78 
4 IBM Canada 353 8.61 
5 IBM China 313 7.63 
6 IBM Japan 303 7.39 
7 IBM UK 256 6.24 
8 IBM Switzerland 244 5.95 ， IBM Ireland 170 4.14 
10 IBM Australia 157 3.83 
11 IBM France 135 3.29 
12 IBM Italy 85 2.07 
13 IBM Brazil 57 1.39 
14 IBM Taiwan 46 1.12 
15 IBM Singapore 33 0.80 
16 IBM Egypt 25 0.61 
17 others 124 3.02 
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海外IBM N ％ 
1 IBM India 371 18.73 
2 IBM Israel 311 15.70 
3 IBM Japan 227 11.46 
4 IBM Germany 186 9.39 
5 IBM Canada 163 8.23 
6 IBM China 155 7.82 
7 IBM UK 142 7.17 
8 IBM Switzerland 104 5.25 ， IBM Australia 75 3.79 
10 IBM Italy 61 3.08 
11 IBM France 51 2.57 
12 IBM Ireland 35 1.77 
13 IBM Brazil 29 1.46 
14 IBM Taiwan 26 1.31 
15 IBM Egypt 12 0.61 
16 others 33 1.67 





件），ドイツ IBM社 (13件），フランス IBM社 (11件）．スイス IBM社 (2件）．
スウェーデン IBM社 (1件）であった。それに対して. 2015年の同単独発明
国籍特許件数別順位 (10件以上）は表3の通りである。
2015年現在の．海外IBM単独発明による米国特許件数の国籍別順位をみる








—• India Sole -0-lsracl Sole ---0--Japan sole 
-,:, —Germany Sole , • Canada Sole ー~ ・China Sole 
































1995 2000 2005 2010 2012 2015 
JPN 222 423 521 1190 1492 1102 
INDIA ゜ 1 34 220 345 697 GERMANY 14 43 77 445 425 518 
ISRAEL 11 34 68 165 365 497 
CHINA ゜ ゜ 10 146 255 479 CANADA 6 56 79 384 446 478 
KOREA 2 26 61 234 318 417 













































































































海外発明特許件数を国籍別にみると. 8本 (48件）．イスラエル (38件）． ドイ








9) 著者の IBM所属機関件数10件以上の各国 IBMは．米国 IBMが233件．中国
IBM (香港を含む）が17件．スイス IBMが40件．インド IBMが25件．以下．
ァイルランドが19件．オーストラリアが14件となっている。なお． 日本IBMは
5件となっている。以下.IBM所属機関国籍数は．上記7か国以外に．イスラ
エル (9件）．イギリス (8件）．フランス (4件），イタリー (3件）．ドイツ (2




























18) IBM社の中央研究所は.T.J.Watson, Almaden .Austinの米国各研究所を中
心として．スイス (Zurich: 19561年設立）イスラエル (Haifa: 1972年）． 日本
（東京： 1982年）．中国（北京： 1995年．上海：2008年）．インド (Delhi:1998年．
Bangalore : 1998年）．プラジル (SanPaulo : 2010年. Rio De Janeilo : 2010年．
オーストラリア (Melbourne: 2011年）．アイルランド (Damastown: 2011年）．
アフリカ (Kenya: 2013年.South Africa: 2015年）にそれぞれ設立されている。



























(NSF, S&E Indicators 2018)。こうした留学ピザ (J-1)からいわゆる科学技術
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